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(57)【要約】
発明は、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相
互作用するための装置及び方法に関する。より詳細には
、本発明は、一回使用又は使い捨ての装置を用いる等、
十二指腸内視鏡と共に等、胃腸系及び／若しくは膵胆管
系を視覚化し、並びに／又は胃腸系及び／若しくは膵胆
管系と相互作用するための内視鏡的方法及び装置に関す
る。体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作
用するための装置は、ハンドピース、末端アセンブリ、
及び／又は接続導管を一般的に含み得る。複数の接続導
管及び／又はチャネルは、ハンドピースから末端アセン
ブリまで接続導管を通じて及び得、例えば、液体／気体
接続部、カメラ用等の電気／センサ接続部、機械的接続
部、及び／又は医療装置を、ワーキングチャネルを通じ
て運び得る。装置はまた、不適切な殺菌に関連する危険
を減少させるため等、再利用可能な装置と関連する必要
性を減少させ得る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハンドピースと、
　前記ハンドピースから近接端から延伸する接続導管と、
　前記接続導管の末端に接続された末端アセンブリと、
　前記ハンドピース内のメカニカルアクチュエータから前記接続導管を通じて前記末端ア
センブリまで延伸する複数のプルワイヤであって、前記末端アセンブリの軌道を変更する
ように適合された前記複数のプルワイヤを通じて前記末端アセンブリに接続された前記ハ
ンドピースに結合された複数の制御部と、
　前記ハンドピース上に入口点を有し、前記接続導管を通じて前記末端アセンブリ上の開
口部まで延伸するワーキングチャネルと、
　前記ハンドピース上のセンサポートと通信する、前記末端アセンブリ上に配置された少
なくとも１つのセンサと
を含む、体腔を画像化するための装置。
【請求項２】
　ハンドピースと、
　前記ハンドピースから近接端から延伸する接続導管と、
　前記接続導管の末端に接続された末端アセンブリと、
　前記ハンドピースから前記接続導管を通じて前記末端アセンブリまで延伸する複数のプ
ルワイヤであって、前記末端アセンブリの軌道を変更するように適合されている前記複数
のプルワイヤを通じて前記末端アセンブリに接続された前記ハンドピース内の動力付きア
クチュエータにデジタルで結合された複数の制御部と、
　前記ハンドピース上に入口点を有し、前記接続導管を通じて前記末端アセンブリ上の開
口部まで延伸するワーキングチャネルと、
　前記ハンドピース上のセンサポートと通信する、前記末端アセンブリ上に配置された少
なくとも１つのセンサとを含む
体腔を画像化するための装置。
【請求項３】
　液体、気体、及び／又は真空を前記開口部へ供給するための、前記ハンドピース上の複
数の流体接続部を更に含む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　前記ハンドピース、前記接続導管、前記末端アセンブリ、及び前記複数の制御部の内の
少なくとも１つは、除去可能及び交換可能であるモジュラー区画である、請求項１又は２
に記載の装置。
【請求項５】
　前記少なくとも１つのセンサは、カメラ、デジタルカメラ、ｐＨセンサ、酸素センサ、
圧力センサ、加速度計、位置センサ、方位センサ、温度センサ、流体又は組織分析センサ
化学組成センサ、画像センサ、及び光センサを含むグループから選択される、請求項１又
は２に記載の装置。
【請求項６】
　前記ワーキングチャネルは、医療装置を受け取り、それを前記開口部へ運搬するように
適合される、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項７】
　前記開口部に近接する医療装置を押し進めるように適合された昇降機及び昇降機アクチ
ュエータを更に含む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項８】
　少なくとも１つの付加的なワーキングチャネルを更に含む、請求項１又は２に記載の装
置。
【請求項９】
　前記複数のプルワイヤは、前記末端アセンブリの軌道を上下に変更するための第１のセ
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ットと、前記末端アセンブリの軌道を左右に変更するための第２のセットを少なくとも含
む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項１０】
　前記複数のプルワイヤは、金属及び金属合金と、炭素繊維と、繊維ガラスと、ポリマー
繊維と、ポリマーストランドと、天然繊維とのグループから選択された材料から構成され
る、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項１１】
　前記複数の制御部は、操縦輪のセットを含む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項１２】
　前記接続導管は、前記末端アセンブリに近接する柔軟な区画を含む、請求項１又は２に
記載の装置。
【請求項１３】
　前記接続導管は、チャネルと、区画の第１のセット、及び区画の前記第１のセットから
約９０度でずれた区画の第２のセットであって、少なくとも一方向での屈曲を一般的に可
能にし得る屈曲ブリッジの対によって接続されている区画の前記第１のセット及び前記第
２のセットを有する一連のずれた輪状の区画とを有する一体的支持構造体を含む、請求項
１又は２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記メカニカルアクチュエータは、前記複数のプルワイヤ上に直線運動を伝えるための
ラック及びピニオンアクチュエータを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　ロック機構及びロック制御部を更に含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１６】
　前記動力付きアクチュエータは、前記複数のプルワイヤ上に直線運動を伝えるために巻
き付け及び巻き解くように適合されたリールに結合されたモータを含む、請求項２に記載
の装置。
【請求項１７】
　前記モータは、動力がない場合の自動ロック効果を含む、請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記複数のプルワイヤの前記位置を検出するように適合された位置検出機構を更に含む
、請求項１６に記載の装置。
【請求項１９】
　前記複数のプルワイヤの対は、円弧上から４５度以下の角度で離間した取り付け点で前
記リールに取り付けられる、請求項１６に記載の装置。
【請求項２０】
　前記複数の制御部は、有線又は無線通信を通じて前記動力付きアクチュエータにデジタ
ルで結合される、請求項２に記載の装置。
【請求項２１】
　前記有線又は無線通信は、コンピュータ、モバイルデバイス、遠隔制御部、及びタブレ
ットを含むグループから選択された別個の制御装置から前記動力付きアクチュエータへ制
御信号を送信することを含む、請求項２０に記載の装置。
【請求項２２】
　前記複数のプリワイヤを前記リール上に向け、及び前記リールから外すプルワイヤガイ
ドを更に含む、請求項１６に記載の装置。
【請求項２３】
　前記位置検知は、ホール効果センサ、光センサ、スイッチ、及び張力センサを含むグル
ープから選択される、請求項１８に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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［関連出願への相互参照］
　本願は、特許協力条約国際出願であり、“ＤＥＶＩＣＥＳ　ＡＮＤ　ＭＥＴＨＯＤＳ　
ＦＯＲ　ＧＡＳＴＲＯＩＮＴＥＳＴＩＮＡＬ　ＩＭＡＧＩＮＧ”という名称で２０１６年
９月２３日出願の米国仮特許出願整理番号６２／３９８，８００の利益及び優先権を主張
し、その内容は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【０００２】
［著作権の表示］
　本特許文献の開示の一部は、著作権の保護の対象である資料を含む。特許文献又は特許
開示は、米国特許商標庁の特許の出願又は記録に現れるので、著作権者は、特許文献又は
特許開示の何れかにより再現を容易にすることに何ら異議はないが、さもなければ、全て
の著作権を一切留保する。
【０００３】
［発明の分野］
　発明は、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作用するための装置及び方法
に関する。より詳細には、本発明は、胃腸系及び／若しくは膵胆管系を視覚化し、並びに
／又は胃腸系及び／若しくは膵胆管系と相互作用するための内視鏡的方法及び装置に関す
る。更に、本発明は、十二指腸内視鏡と共に等、胃腸系及び／若しくは膵胆管系を視覚化
し、並びに／又は胃腸系及び／若しくは膵胆管系と相互作用するための一回使用の又は少
なくとも部分的に使い捨ての装置に関する。
【背景技術】
【０００４】
　医療用の内視鏡は、様々な診断及び医療の処置に採用されている。内視鏡は、患者の解
剖学的体内腔の曲がりくねった比較的小さい断面積への接近を医師にしばしば要求する幅
広い病気及び不調の診断及び治療のために使用されている。（胆嚢、膵臓、及び胆樹の解
剖学的領域を含む）患者の膵胆管系は、例えば、消化器系の幾つかの部分の不調の診断及
び／又は治療のために接近される。
【０００５】
　消化器系の治療中、患者の膵胆管系に接近し、視覚化するために内視鏡がしばしば使用
される。内視鏡が所望の身体部分に一旦位置付けられると、内視鏡のワーキングチャネル
を通じて所望の身体部分へ治療器具が進められ得る。内視鏡及び治療器具は、視覚化及び
治療に望まれるようにその後夫々操作され得る。
【０００６】
　内視鏡的逆行性胆道膵管造影（ＥＲＣＰ）は、内視鏡を使用する医療処置の一例である
。ＥＲＣＰは、肝臓、胆嚢、胆管、及び膵臓内の問題を医師が診断することを可能にする
。肝臓は、とりわけ、消化を助ける胆汁と称する液体を作る大きな器官である。胆嚢は、
消化に必要とされるまで胆汁を蓄積する、小さな、洋ナシ形状の器官である。胆管は、肝
臓から胆嚢及び小腸へ胆汁を運ぶ管である。これらの脈管は胆樹と称されることがある。
膵臓は、消化を助ける化学物質及びインスリン等のホルモンを生み出す大きな腺である。
【０００７】
　胆管系は、肝臓によって生み出された胆汁を、食物の消化中の他の胃液を胆汁が支援す
る十二指腸へ運ぶ。胆管系は、肝臓と十二指腸との間に配置された身体の複数のチャネル
及び器官と共に、肝臓を含む。肝小葉内には、肝細胞から分泌物を受け取る多数の細かい
“毛細胆管（ｂｉｌｅ　ｃａｎａｌ）”がある。隣接する小葉の細管は、より大きな脈管
を形成するように結合し、これらは、“肝管”になるように収束する。それらは、次に、
“総肝管”を形成するように合流する。“総胆管”は、総肝管と胆嚢管との結合によって
形成される。それは、十二指腸につながり、その出口は、括約筋により保護される。この
括約筋は、胆汁が総胆管に集まり、胆嚢管へ後退するように、胆汁が必要とされるまで通
常収縮されたままである。このことが発生すると、胆汁は、胆嚢に流れ込み、そこに蓄積
される。
【０００８】
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　ＥＲＣＰは、胆石、炎症性狭窄、（外傷及び手術からの）漏出、及び癌を含む、胆管の
状態を診断及び治療するために主に使用される。ＥＲＣＰは、ｘ線と内視鏡との使用を兼
備する。内視鏡を通じて、医師は、胃及び十二指腸の内部を見ることができ、染料をｘ線
で見ることができるように胆樹及び膵臓内の脈管に注入することができる。
【０００９】
　ＥＣＲＰは、胆管又は膵臓内の問題を識別及び／又は正すために主に実施される。例え
ば、検査中に胆石が発見された場合、それは、治療器具を用いてしばしば除去され、大手
術の必要性を取り除く。胆管内の閉塞が黄疸又は痛みをもたらす場合、それは、内視鏡を
通じて挿入された治療器具の使用を通じて緩和され得る。
【００１０】
　近年の注目は、十二指腸内視鏡等の再利用可能な内視鏡の汚染及び不適切な殺菌に起因
する患者の症例に向けられている。現在再利用可能な十二指腸内視鏡に続発する高感染率
は、患者、病院、及び医者にとって深刻な問題を引き起こしている。再処理の様々な方法
及び再処理内の付加的ステップが実施されている。現在、これは、回避可能であるべき感
染及び死亡に関係する医学における主問題である。
【発明の概要】
【００１１】
　発明は、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作用するための装置及び方法
に関する。より詳細には、本発明は、胃腸系及び／若しくは膵胆管系を視覚化し、並びに
／又は胃腸系及び／若しくは膵胆管系と相互作用するための内視鏡的方法及び装置に関す
る。更に、本発明は、十二指腸内視鏡と共に等、胃腸系及び／若しくは膵胆管系を視覚化
し、並びに／又は胃腸系及び／若しくは膵胆管系と相互作用するための一回使用の又は使
い捨ての装置に関する。
【００１２】
　一般的に、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作用するための装置は、ハ
ンドピース、末端アセンブリ、及び／又は接続導管を一般的に含む。装置は更に、例えば
、胃腸系及び／又は膵胆管系の一部、更に例えば、それらの系の管状身体構造等の、関心
のある体内組織に近接の場所に末端アセンブリを導くために一般的に使用され得る。幾つ
かの模範的実施形態では、複数の導管及び／又はチャネルは、ハンドピースから末端アセ
ンブリまで接続導管を通じて及び得、例えば、液体／気体接続部、電気／センサ接続部、
機械的接続部、及び／又は医療装置を、ワーキングチャネルを通じて運び得る。接続導管
は、一般的に、柔軟及び／又は変形可能であり得、接続導管の末端を所望の方向に向ける
ためにプルワイヤの作動と相互作用し得る。装置はまた、一般的に、使い捨て及び／又は
単一使用であり得る。使い捨て又は単一使用は、例えば、再利用可能な装置の不適切な処
置又は殺菌からの感染又は汚染の発生を減少させることに役立つのに望ましくてもよく、
メンテナンスの必要性を減少させ、繰り返しの使用／殺菌に対する耐久性を必ずしも必要
としない異なる材料の選択を可能にし、より低費用の材料を可能にする。装置はまた、使
い捨ての部分及び再利用可能な部分等、独立して交換可能な部分を含み得るモジュラーデ
ザインを利用し得る。部分は、使用中に、故障等に起因する等の部分の交換に適応する等
のために、ホットスワップ可能に設計され得る。
【００１３】
　一側面では、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作用するための装置は、
身体の管及び／又は空洞を通じて挿入及び／又は操縦されているときに末端アセンブリの
軌道をガイドするための複数のメカニカルディレクタを一般的に利用し得る。幾つかの模
範的実施形態では、メカニカルディレクタは、末端アセンブリの方向／軌道を変更及び／
又は接合する（articulate）ために、接続導管内に含まれつつ末端アセンブリを引き得、
及び／又は押し得る複数のプルワイヤを一般的に含み得る。例えば、末端アセンブリにお
いて医療装置を操作するための昇降機及び／又はその他の機構を制御するために、更なる
メカニカルディレクタも使用されてもよい。メカニカルディレクタは、手動の機構又はモ
ータ等の動力付きの機構により制御され得る。制御部とメカニカルディレクタとの間のア
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ナログインタフェース、デジタルインタフェース、又はそれらの組み合わせの何れかが利
用され得る。デジタルインタフェースと共に、ハンドピース上の制御部、無線制御部（例
えば、モバイルデバイス、タブレットからの制御部、遠隔制御部、コンピュータ、若しく
は無線コントローラ）、有線コントローラ、及び／又はその他の適切なコントローラ等の
様々な異なるコントローラが利用され得る。
【００１４】
　別の側面では、装置は、身体組織を視覚化するために、末端アセンブリ内にカメラを一
般的に含み得る。幾つかの模範的実施形態では、カメラは、装置の挿入の軸に対して側視
し得る。更に、カメラは、処置中のリアルタイムの観察及び／又はオンデマンドなビジュ
アルキャプチャのために、接続導管及び／又はハンドピースを通じて一般的に接続され得
る。カメラ及び／又はカメラのための処理システムは、例えば、光センサ、パノラマ式画
像キャプチャ／画像スティッチング、画像安定化、及び／又はその他の機構等の、動的な
及び／又は指向性の輝度制御部をも含み得る。
【００１５】
　模範的実施形態では、体腔を画像化するための装置は、ハンドピースと、ハンドピース
から近接端から延伸する接続導管と、接続導管の末端に接続された末端アセンブリと、ハ
ンドピース内のメカニカルアクチュエータから接続導管を通じて末端アセンブリまで延伸
する複数のプルワイヤであって、末端アセンブリの軌道を変更するように適合された該複
数のプルワイヤを通じて末端アセンブリに接続されたハンドピースに結合された複数の制
御部と、ハンドピース上に入口点を有し、接続導管を通じて末端アセンブリ上の開口部ま
で延伸するワーキングチャネルと、ハンドピース上のセンサポートと通信する、末端アセ
ンブリ上に配置された少なくとも１つのセンサとを含む。
【００１６】
　模範的実施形態では、体腔を画像化するための装置は、ハンドピースと、ハンドピース
から近接端から延伸する接続導管と、接続導管の末端に接続された末端アセンブリと、ハ
ンドピースから接続導管を通じて末端アセンブリまで延伸する複数のプルワイヤであって
、末端アセンブリの軌道を変更するように適合されている該複数のプルワイヤを通じて末
端アセンブリに接続されたハンドピース内の動力付きアクチュエータにデジタルで結合さ
れた複数の制御部と、ハンドピース上に入口点を有し、接続導管を通じて末端アセンブリ
上の開口部まで延伸するワーキングチャネルと、ハンドピース上のセンサポートと通信す
る、末端アセンブリ上に配置された少なくとも１つのセンサとを含む。
【００１７】
　上述又はその他の利点と共に、本発明は、以下の発明の実施形態の詳細の説明と図面の
説明とから最も良く理解され得る。以下の説明は、発明の様々な実施形態とそれらの多く
の具体的詳細を示すが、限定ではなく例示として与えられる。本発明の範囲内で多くの置
換、変更、追加、又は組み換えがなされ得、発明は、そうした全ての置換、変更、追加、
又は組み換えを含む。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
　本明細書に添付され、本明細書の一部を形成する図面は、発明の幾つかの側面を図示す
るために含まれる。発明と、該発明で提供されるシステムのコンポーネント及び動作のよ
り明確な考えは、図面で説明される模範的な、それ故非限定的な実施形態を参照すること
によって、より容易に明らかになるであろう。図面で説明される機構は縮尺通りに必ずし
も図示されていないことに留意されたい。
【００１９】
【図１】本発明の幾つかの模範的実施形態における体内組織を視覚化し、及び／又は体内
組織と相互作用するための装置の外部の機構を説明する。
【図１ａ】本発明の幾つかの模範的実施形態における体内組織を視覚化し、及び／又は体
内組織と相互作用するための装置の外部の機構を説明する。
【図１ｂ】図１の装置の内部の導管及びメカニカル機構の実施形態を説明する。
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【図１ｃ】図１の装置の別の外部の機構を説明する。
【図１ｄ】図１の装置の別の外部の機構を説明する。
【図２】図１の装置の内部の導管及びメカニカル機構の実施形態を説明する。
【図２ａ】プルワイヤ押し／引きすることからの接続導管の屈曲を説明する。
【図２ｂ】プルワイヤ押し／引きすることからの接続導管の屈曲を説明する。
【図２ｃ】圧縮及び復元作用に対する耐性を提供するための支持構造体のピン留めを説明
する。
【図３】図１、図１ｃ、及び図１ｄの装置の末端アセンブリの実施形態を説明する。
【図４】相互接続断片を含む、接続導管に対する支持構造体の一例を説明する。
【図４ａ】相互接続断片を含む、接続導管に対する支持構造体の一例を説明する。
【図５】一体的柔軟構造体を含む、接続導管に対する支持構造体の一例を説明する。
【図５ａ】一体的柔軟構造体を含む、接続導管に対する支持構造体の一例を説明する。
【図６】図１、図１ｃ、又は図１ｄの装置に対する動力付きアクチュエータ及びリールの
一例を説明する。
【図６ａ】図１、図１ｃ、又は図１ｄの装置に対する動力付きアクチュエータ及びリール
の一例を説明する。
【図６ｂ】図１、図１ｃ、又は図１ｄの装置に対する動力付きアクチュエータ及びリール
の一例を説明する。
【図６ｃ】図１、図１ｃ、又は図１ｄの装置に対する動力付きアクチュエータ及びリール
の一例を説明する。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下に記述される詳細な説明は、本発明の側面に従って提供されるここで例示される方
法、装置、及びシステムを説明することを意図し、本発明が実行又は利用され得る唯一の
形式を表すことを意図しない。しかしながら、本発明の精神及び範囲内に含まれることを
も意図する異なる実施形態によって、同様又は同等の機構及びコンポーネントが実現され
ることを理解すべきである。
【００２１】
　別段に定めがない限り、本明細書で使用される全ての技術的及び科学的用語は、本発明
が属する当業者に一般的に理解されるものと同じ意味を有する。本明細書に記述される方
法、装置、及びシステムと同様又は同等の何れかの方法、装置、システムも発明の実施又
は試験に使用可能であるが、例示の方法、装置、及びシステムがここでは説明される。
【００２２】
　発明は、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作用するための装置及び方法
に関する。より詳細には、本発明は、胃腸系及び／若しくは膵胆管系を視覚化し、並びに
／又は胃腸系及び／若しくは膵胆管系と相互作用するための内視鏡的方法及び装置に関す
る。更に、本発明は、十二指腸内視鏡と共に等、胃腸系及び／若しくは膵胆管系を視覚化
し、並びに／又は胃腸系及び／若しくは膵胆管系と相互作用するための一回使用の又は使
い捨ての装置に関する。
【００２３】
　一般的に、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作用するための装置は、ハ
ンドピース、末端アセンブリ、及び／又は接続導管を一般的に含む。装置は更に、例えば
、胃腸系及び／又は膵胆管系の一部、更に例えば、それらの系の管状身体構造等の、関心
のある体内組織に近接の場所に末端アセンブリを導くために一般的に使用され得る。幾つ
かの模範的実施形態では、複数の導管及び／又はチャネルは、ハンドピースから末端アセ
ンブリまで接続導管を通じて及び得、例えば、液体／気体接続部、電気／センサ接続部、
機械的接続部、及び／又は医療装置を、１つのワーキングチャネル若しくは複数のワーキ
ングチャネルを通じて運び得る。検査されている身体構造からのデータ、及び／又は身体
内の末端アセンブリの状態についてのデータを収集するために、カメラ、ｐＨセンサ、圧
力センサ、酸素センサ、温度センサ、位置／方位センサ、加速度計、化学組成センサ、組
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織若しくは流体分析センサ、画像センサ、及び／又はその他の適切な検知装置等の検知装
置が末端アセンブリにおいて利用される。ワーキングチャネル内のセンサからの情報の送
信は、例えば、信号プロセッサ、コンピュータ、若しくはモバイルデバイス等の外部装置
へワーキングチャネルを通じて運ばれる有線接続を通じて、又は、専用の信号送信若しく
はＷｉＦｉ、Ａｎｔ＋、若しくはＢｌｕｅｔｏｏｔｈ等の標準的な接続性を介する等、無
線通信をも通じて実現され得る。
【００２４】
　装置はまた、一般的に、使い捨て及び／又は一回使用であり得る。使い捨て又は一回使
用の装置は、例えば、再利用可能なデバイスの不適切な処置又は殺菌からの感染又は汚染
の発生を減少させることに役立つのに望ましくてもよく、メンテナンスの必要性を減少さ
せ、繰り返しの使用／殺菌に対する耐久性を必ずしも必要としない異なる材料の選択を可
能にし、より低費用の材料を可能にする。使い捨て及び／又は一回使用の装置では、より
低費用のための、並びに／又は複数回使用の装置での繰り返しの殺菌及び／若しくはその
他の洗浄処置に必要であり得るようなより高い耐久性／寿命を必要としない、材料及びコ
ンポーネントが選択され得る。
【００２５】
　図１及び図１ａは、ハンドピース主要部１００ａ、複数のメカニカル制御部１０１、１
０２、１０３、１０４、液体／気体制御部１０５、１０６、ワーキングチャネルポート１
０７、接続導管１１０、末端アセンブリ１２０．電力／用水コネクタ１１１、空気接続部
１０９、及び真空接続部１０８を有する、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相
互作用するための装置１００の一例の外面を説明する。
【００２６】
　一側面では、体内組織を視覚化し、及び／又は体内組織と相互作用するための装置は、
身体の管及び／又は空洞を通じて挿入及び／又は操縦されるときに末端アセンブリの軌道
をガイドするための複数のメカニカルディレクタを一般的に利用し得る。図１ｂ及び図２
に説明されるように、幾つかの模範的実施形態では、メカニカルディレクタは、末端アセ
ンブリの方向／軌道を変更及び／又は接合するために、接続導管内に含まれつつ末端アセ
ンブリを引き得、及び／又は押し得る複数のプルワイヤを一般的に含み得る。プルワイヤ
は、金属及び金属合金、炭素繊維、繊維ガラス、ポリマーストランド、天然繊維、及び／
若しくはその他の適切な材料、又はそれらの組み合わせ等、任意の適切な材料から作られ
てもよい。幾つかの模範的実施形態では、説明されるような操縦輪１０２、１０３等の操
縦輪又はその他のアクチュエータ制御部は、説明されるように操縦輪１０２が左右に向け
、制御輪１０３が上下に向けることで、末端アセンブリの右、左、上、及び下の方位に向
けるためにプルワイヤを一般的に接合し得る。ロックスイッチ１０１を用いて説明される
ように、機構を所定位置でロックするためにロック機構も含まれ得る。図１ｃ及び図１ｄ
でハンドピース主要部１００ａを用いて説明されるように、プルワイヤがロックしないで
位置を維持し得る場合等、幾つかの実施形態では、ロック機構は用いられなくてもよい。
操縦輪１０２、１０３は、アクチュエータにメカニカルに結合され得、又はそれらはデジ
タルで結合され得る。デジタルで結合される実施形態では、操縦輪１０２、１０４の移動
及び応答性は、調節可能であり得、及び／又は自然な若しくは予測可能な制御をユーザに
提供するように調整され得る。更に、デジタル制御は、装置１００のメカニカル部分の変
動に起因する等して、アクチュエータへの制御信号を自動的に変更することによって、よ
り一定の又は円滑な動作を提供するように適合され得る。デジタルインタフェースでは、
ハンドピース上の制御部、無線制御部（例えば、モバイルデバイス、タブレットからの制
御部、遠隔制御部、コンピュータ、若しくは無線コントローラ）、有線コントローラ、及
び／又はその他の適切なコントローラ等の様々な異なるコントローラが利用され得る。
【００２７】
　一般的に、図２ａ及び図２ｂに説明されるように、プルワイヤ１０２ｃ、１０ｄに対す
る方向Ａ／Ｃ及び／又はプルワイヤ１０３ｃ、１０３ｄに対する方向Ｂ／Ｄ等、プルワイ
ヤの対応する対を引くこと／押すことは、図２ｂに示されるように、接続導管１１０の少
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なくとも一部の屈曲を生じさせ得る。
【００２８】
　昇降機１２２を制御する昇降機アクチュエータ１０４を用いて説明されるように、末端
アセンブリにおいて医療装置を操作するための昇降機及び／又はその他の機構を制御する
ための、更なるメカニカルディレクタも使用されてもよい。昇降機１２２は、例えば、サ
ンプルを収集するため、及び／又は組織壁に近接して医療装置を設置するため等、医療装
置を所望の場所に昇降及び／又は接合するために、ワーキングチャネル開口部１２１に存
在する医療装置を一般的に押し進め得る。
【００２９】
　一般的に、末端アセンブリの方向／軌道を変更するため、及び／又は昇降機を制御する
ために、プルワイヤを制御するための任意の適切なメカニカルアクチュエータが利用され
てもよい。図１ｂ及び図２は、シース１１３ａ、１１３ｂ、１１３ｃ、１１３ｄ、１１３
ｅ内に一般的に夫々収容され得るプルワイヤ１０２ｃ、１０３ｃ、１０２ｄ、１０３ｄ、
１０４ｂに夫々接続されたプルワイヤロッド１０２ａ、１０３ａ、１０２ｂ、１０３ｂ、
１０４ａに接続されたラック１０２－１上で作動する（操縦輪及び／又はアクチュエータ
に接続された）ピニオン１０２－２を用いて示すように、接続導管１１０内での運搬のた
めに、プルワイヤの動きを制御するためのラック及びピニオン類似の機構の使用を説明す
る。接続導管１１０に通じる様々なシース及び導管を配置するために、シース／導管ガイ
ド１１２も利用され得る。接続導管１１０は、末端アセンブリ１２０の軌道／方向の変更
をもたらすためのプルワイヤの引張力／押力に応じて変形し得るように、一般的に、柔軟
であり得、及び／又は圧縮可能／伸縮自在であり得る。エラストマー若しくはその他の柔
軟な材料が利用されてもよく、又は例えば、屈曲及び圧縮を実現し得る織布材料が利用さ
れてもよい。
【００３０】
　幾つかの実施形態では、プルワイヤを制御するために、電動又は動力付きメカニカルア
クチュエータが利用され得る。図６及び図６ａは、例示的モータ１３０、１４０で示され
るように、動力付きアクチュエータの使用を説明する。幾つかの実施形態では、モータ１
３０、１４０は、接続導管１１０の少なくとも一部の屈曲によって末端アセンブリの右、
左、上、又は下の方位に向けるために、プルワイヤ１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０
３ｄをリール１３２、１４２上に巻き付け、及びリール１３２、１４２から巻き解くため
に利用され得る。プルワイヤ１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０３ｄは更に、入口１５
１、１５２を有するワイヤガイド１５０を通じて接続導管１１０中を通過し得る。これは
、リール１３２、１４２に対する巻き付き／巻き解きから、接続導管１１０に沿った直線
方向へ方向の変化を伴ってプルワイヤ１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０３ｄをガイド
することに役立つのに望ましくてもよい。リール１３２、１４２はまた、方向の変化が存
在しないその他の方位に位置付けられてもよい。一般的に、プルワイヤ１０２ｃ、１０２
ｄ、１０３ｃ、１０３ｄは、図６ａ、図６ｂ、及び図６ｃに説明されるような取り付け点
１３１／１４１、１３３／１４３で等、リール１３２、１４２に取り付けられ得る。図６
ａと図６ｂとの回転間で示されるように、リール１３２、１４２の回転中に、プルワイヤ
１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０３ｄにおいて最少のたるみで張力がより良く維持さ
れるように、リール１３２、１４２の円弧上から９０度より少ない角度で離れる、より具
体的には、４５度以下の角度で離れる等、円弧の近くに取り付け点１３１／１４１、１３
３／１４３を位置付けることが望ましいことがある。幾つかの実施形態では、リール１３
２、１４２は、使用中に接続導管１１０の損傷又は過屈曲を防止するため等、回転の一方
向又は両方向での過回転を防ぐための機構を含み得る。幾つかの実施形態では、リール１
３２、１４２は、過回転を防止するためにメカニカルな停止を特徴とし得る。他の実施形
態では、リール１３２、１４２は、過回転を防ぐためにモータ１３０、１４０が停止する
ようにする位置検知を特徴とし得る。図６ａは、リール１３２、１４２の回転中に基準１
３６／１４６及び１３５／１４５の整列を検出するリミットセンサ１３７／１４７及び１
３８／１４８を用いた位置検知の一例を説明する。位置検知は、例えば、磁気ホール効果
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センサ、電気接点スイッチ、光センサ／スイッチ、プルワイヤ上の張力センサ、物理スイ
ッチ、及び／又はその他の適切な位置センサ若しくはリミットセンサ等の任意の適切な検
知又はスイッチング技法を用い得る。例えば、基準１３６／１４６及び１３５／１４５は
、リミットセンサ１３７／１４７及び１３８／１４８と整列した場合に、リミットセンサ
内のホール効果センサがモータを停止させることを磁界が誘発するように、磁石を含み得
る。これは、制御部とモータ／リールとの間に直接のメカニカル結合がないデジタル制御
システムにおいて特に望ましいことがある。位置検知はまた、リール１３２、１４２の回
転の一部においてモータの速度を調節するために用いられ得る。例えば、プルワイヤの形
状及び巻き取り／巻き解しに起因して、モータが一定速度で維持されている場合に応答し
て“不感帯”又は観測可能な減速を生成し得る付加的なたるみ又は張力の欠如がプルワイ
ヤに存在する回転の幾つかの部分があり得る。位置検知は、より一定の応答を使用中に提
供するためにモータを加速するように、これらの不感帯を検出するために利用され得る。
【００３１】
　ギアモータ等のモータは、リール１３２、１４２の動力付きの回転を提供するために利
用され得る。一般的に、モータがオフ状態である場合にリール１３２、１４２の更なる回
転又は逆回転を防止するための別個のロック機構の必要性を高いギア比率は取り除き得る
ので、モータがオン状態でない場合に回転ロックの形式としての機能を高いギア比率が果
たし得るように、高いギア比率を有するギアモータは利用され得る。例えば、ロック効果
を生成するために５００：１以上の高いギア比率のモータが利用され得る。
【００３２】
　幾つかの実施形態では、接続導管１１０又はその一部は、例えば、ポリカーボネート（
ＰＣ）、ポリウレタン、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリ乳酸（Ｐ
ＬＡ）、シリコン、ナイロン、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポリエチレンテレフタラート
（ＰＥＴ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、アクリロニトリル・ブタジエン
・スチレン（ＡＢＳ）、ポリエーテルサルホン（ＰＥＳ）、ポリエーテルエーテルケトン
（ＰＥＥＫ）、フッ素化エチレンプロピレン（ＦＥＰ）、その他の生体適合性ポリマー、
又はそれらの任意の組み合わせ等の医療グレードのプラスチックチューブ等任意の適切な
材料で構成され得る。
【００３３】
　幾つかの模範的実施形態では、接続導菅１１０は、外側の被覆材料内の又は被覆材料に
統合されている等の、柔軟又は変形可能な支持構造体を含み得る。支持構造体は、例えば
、被覆材料に対する挟み込み／押しつぶしへの増加した剛性又は耐久性を提供することに
加えて、接続導管１１０の末端アセンブリ１２０を所望の方向又は方位に向けるためにプ
ルワイヤと一般的に相互作用し得る。一般的に、接続導管１１０又はその一部の湾曲を生
じさせるためにプルワイヤが引っ張られる場合に、屈曲中の接続導管１１０の一部の湾曲
及び短縮に起因して、対応するプルワイヤに最少のたるみが生成されるように、プルワイ
ヤは、例えば、ワーキングチャネル内に、又は接続導管１１０の中心近くに等、接続導管
１１０内で運ばれ得る。
【００３４】
　幾つかの実施形態では、相互に接続及び接合する複数の相互接続断片が利用される。図
４は、以下で論じるように、導管又は接続部を内部で運ぶためのその長さに沿って、接続
導管１１０に対する支持構造体２００をチャネル２０１と共に形成する相互接続断片２０
２の一例を説明する。説明されるように、（複数の）相互接続断片２０２は、実質的に同
じであり得、リング２０２ａの形であり得、ノード拡張部２０４ａから延伸するノードリ
ング２０４内に置かれて自由に回転するリベット拡張部２０３ａから延伸するリベット２
０３を介して相互に連結し得る。更に、連続する相互接続断片２０２間の接続は、２つの
隣接する相互接続断片２０２が１つの軸で旋回し得るように、例えば、説明されるように
９０度等でずらされ得、連続する対は、適切なプルワイヤを押す及び／又は引くことによ
って支持構造体２００が２次元で操舵され得るように、垂直旋回軸Ａ及び水平旋回軸Ｂを
用いる等、異なる軸で旋回し得、該プルワイヤは、ワイヤキャリア２０５内に置かれ、図
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４ｂの支持構造体２００の末端部分の末端部２０７での固定点２０６で示されるように、
末端のプレートで取り付けられ又は固定される。異なる角度のずれ、及びプルワイヤの対
の追加又は削減等、その他のバリエーションも利用され得る。相互接続断片の更なる例は
、米国特許公開ＵＳ２００９０２０９８１９で開示され、参照によりその全体が本明細書
に組み込まれる。
【００３５】
　他の模範的実施形態では、接続導管１１０は、接続導管１１０の末端アセンブリ１２０
を所望の方向又は方位に向けるようにプルワイヤと相互作用し得る柔軟又は変形可能な一
体的支持構造体を含み得る。図５及び図５ａは、第１のセット３０２と第１のセット３０
２から９０度ずれた第２のセット３０３とを有する一連のずれた輪状の区画でチャネル３
０１を特徴づける一体的支持構造体３００の一例を説明する。第１のセット３０２は、屈
曲ブリッジ３０４ａ、３０４ｂの対で第２のセット３０３に一般的に接続され、該対の各
々は、少なくとも一方向での屈曲を一般的に可能にし得る。第１のセット３０２及び第２
のセット３０３は、扇形の切り欠き部３０２ａ、３０３ａ等、扇形の又はその他の切り欠
き部を更に含み得、それらは、構造体の間隙を一般的に形成し得、又は一体的支持構造体
３００が屈曲した場合に相互に一致し得る。更に、例えば、説明されるように９０度等、
連続するセット３０２、３０３間のブリッジ３０４ａ、３０４ｂにおける接続は、１つの
軸で旋回が可能であり得、この連続するセットは、適切なプルワイヤを押す及び／又は引
くことによって支持構造体３００が２次元で操舵され得るように、垂直旋回軸Ａ及び水平
旋回軸Ｂを用いる等、異なる軸で旋回し得、該プルワイヤは、ワイヤキャリア３０５内に
置かれ、図５ａの支持構造体３００の末端部分の末端部３０７での固定点３０６で示され
るように、末端のプレートで取り付けられ又は固定される。異なる角度のずれ、及びプル
ワイヤの対の追加又は削減等、その他のバリエーションも利用され得る。
【００３６】
　支持構造体２００、３００等の支持構造体は、ポリマー、金属、複合物、及び／若しく
は任意のその他の適切な材料、又はそれらの組み合わせ等、任意の適切な材料から作られ
てもよい。一体的支持構造体３００及び同様の実施形態に対して、選択された材料は、一
般的に、繰り返しの屈曲に対して確実に柔軟且つ丈夫であり得る。適切なポリマーは、ポ
リエチレン、ポリプロピレン、ポリブチレン、ポリスチレン、ポリエステル、ポリテトラ
フルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、アクリルポリマー、ポリ塩化ビニル、ポリオキシメチレ
ン若しくはデルリン（ＤｕＰｏｎｔ社から入手可能）等のアセタールポリマー、天然ゴム
若しくは合成ゴム、ポリアミド若しくは、ＵＬＴＥＭ（登録商標）のようなポリエーテル
イミド、ポリカーボネートとポリブチレンテレフタレートとの複合体であるＸｅｎｏｙ（
登録商標）樹脂、ポリカーボネートとイソフタルテレフタレートレソルシノール樹脂との
コポリマーであるＬｅｓｘａｎ（登録商標）プラスチック（ＧＥ　Ｐｌａｓｔｉｃｓから
全て入手可能）等のポリマーアロイ等のその他の高温ポリマー、芳香族ポリエステル、若
しくは成分として、芳香族ヒドロキシカルボン酸（ヒドロキシベンゾエート（硬質性モノ
マー）、ヒドロキシナフトエート（柔軟性モノマー）、芳香族ヒドロキシルアミン、及び
芳香族ジアミン）（その内容が参照により本明細書に組み込まれる米国特許番号６，２４
２，０６３、６，２７４，２４２、６，６４３，５５２及び６，７９７，１９８で例示さ
れている）、末端無水物基若しくは側無水物を有するポリエステルイミド無水物（その内
容が参照により本明細書に組み込まれる米国特許番号６，７３０，３７７で例示されてい
る）を含むグループから選択された少なくとも１つの化合物を含む芳香族ポリエステルア
ミド等の液晶ポリマー、又はそれらの組み合わせを一般的に含み得るが、それらに限定さ
れない。これらの材料のいくつかは再利用可能であるか、または再利用可能にすることが
できる。堆肥化可能な又は生物分解性の材料も使用され、ポリ乳酸樹脂（Ｌ乳酸及びＤ乳
酸を含む）及びポリグリコール酸（ＰＧＡ）と、ポリヒドロキシブチレート／ヒドロキシ
ブチレート樹脂（ＰＨＢＶ）（３－ヒドロキシ酪酸と３－ヒドロキシペンタン酸（３－ヒ
ドロキシ吉草酸）とのコポリマー）及びポリヒドロキシアルカノエート（ＰＨＡ）コポリ
マーと、ポリエステル／ウレタン樹脂等の生分解性の又は生堆肥化可能な任意のポリエス
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テルとを含み得る。堆肥化可能ではない又は生分解性ではない幾つかの材料も、幾つかの
添加物、例えば、英国ボアハムウッドのＳｙｍｐｈｏｎｙ　Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ
により供給されるＤ２Ｗ（登録商標）、及び加国ブリティッシュコロンビア州バンクーバ
ーのＥＰＩ　Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ株式会社により製造される
ＴＤＰＡ（登録商標）等の任意の酸素型生分解性添加物の添加によって堆肥化可能又は生
分解性に作られ得る。
【００３７】
　また、顔料、炭素粒子、シリカ、ガラス繊維、又はそれらの混合物で充填されたポリマ
ーである、工学的プリプレグ又は複合物等の任意のポリマー複合物も使用され得る。例え
ば、ポリカーボネート及びＡＢＳ（アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン）の混合物
が筐体用に使用され得る。更なる例として、炭素繊維及び／又はガラス繊維強化プラスチ
ックも使用され得る。
【００３８】
　有用な金属又は金属材料は、アルミニウム、鉄、ステンレス鋼、ニッケルチタン合金、
及び形状記憶合金等の金属及び金属合金を含み得る。
【００３９】
　幾つかの実施形態では、支持構造体２００、３００は、不要な圧縮を防ぐのに役立つよ
うに、又は戻り力を与えるのに役立つように、戻しばねを用いる等、補足され得る。例え
ば、使用中に支持構造体２００、３００が曲げられ又は変形された場合に、支持構造体２
００、３００をそれらの元の状態に戻すために該補足物が利用され得る。例えば、導管チ
ューブは、ワーキングチャネル等に提供され得、それは、付加的な剛性を提供し得、戻り
ばねとして作動し得る。導管の管は、接続導管１１０内の完全には剛性ではない導管チュ
ーブ１１０ｂに支持構造体２００、３００の終端をピン留めするピン１１４、１１５を用
いた図２ｃで説明されるように、例えば、支持構造体２００、３００の終端にピン留めさ
れ得、さもなければ取り付けられ得る。
【００４０】
　幾つかの実施形態では、支持構造体２００又は３００を形成するために、材料の一部を
切断又は除去することによる等、接続導管の材料又はその一部の変更によって支持構造体
２００又は３００を形成することによって等、支持構造体２００又は３００は接続導管１
１０に統合され得る。接続導管１１０は、変更された部分を覆うための外側シースを更に
含んでもよい。
【００４１】
　幾つかの模範的実施形態では、図１、図１ａ、図１ｂに説明されるように、末端アセン
ブリへの流体連通のために流体／気体／真空の供給を提供するための接続が利用され得る
。一般的に、身体の管、例えば、腸及び／又は接続構造等の体腔内に装置１００を挿入及
び／又はガイドするために、液体、気体、又は真空は、装置１００の接近及び／又は方向
付けを容易にするために、体腔を滑らかにし、開き、及び／又は操ることに役立つように
使用される。説明されるように、液体／気体／真空は、液体ライン１０９ｂに流し込むた
めに、真空ライン１０８ａ、１０８ｂ用のバルブを作動させ得る制御バルブ１０５と、用
水ライン１１１ａ、空気ライン１０９ａ用のバルブを作動させ得る制御バルブ１０６とを
用いて制御される。液体／気体／真空は、体腔に作用するために、末端アセンブリ１２０
のワーキングチャネル開口部１２１上で作動するように更に接続され得る。
【００４２】
　末端アセンブリ１２０はまた、図３に説明されるように、円形の及び／又は曲線状の先
端１２４を用いる等して、身体内に容易に接近するように適合され得る。一般的に、末端
アセンブリ１２０は、使用中に身体組織への損傷を最小限にし及び／又は防止するために
、円形の及び／又は鋭角ではない機構をも特徴にし得る。
【００４３】
　別の側面では、装置は、身体組織を視覚化するために、末端アセンブリ内にカメラを一
般的に含む。幾つかの模範的実施形態では、カメラは、装置の挿入の軸に対して側視し得
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る。図３は、側視カメラ１２３、ワーキングチャネル１２１、昇降機１２２を有する装置
１００の末端アセンブリ１２０を説明する。
【００４４】
　更に、カメラは、処置中のリアルタイムの観察及び／又はオンデマンドなビジュアルキ
ャプチャのために、接続導管及び／又はハンドピースを通じて一般的に接続され得る。カ
メラ及び／又はカメラのための処理システムは、例えば、光センサ、パノラマ式画像キャ
プチャ／画像スティッチング、画像安定化、及び／又はその他の機能等の動的な及び／又
は方向性の輝度制御部をも含み得る。
【００４５】
　装置はまた、使い捨ての部分及び再利用可能な部分等、独立して交換可能な部分を含み
得るモジュラーデザインを利用し得る。部分は、使用中に、故障に起因する等して部分の
交換に適応する等のために、ホットスワップ可能に設計され得る。例えば、装置１００の
一部は、コンポーネントの交換及び幾つかの部分の廃棄を可能にするために、相互に分離
可能であり得る。幾つかの実施形態では、ハンドピース１００ａ、接続導管１１０、末端
アセンブリ１２０、及び／又は制御部１０１、１０２、１０３、１０４は、独立して置き
換えられ得る部品に分離され得る。
【００４６】
　発明は、その特定の実施例に関して説明されたが、これらの実施形態は、例示に過ぎず
、発明を制限するものではない。要約及び発明の概要の記述を含む、発明の例示された実
施形態の本明細書での説明は、網羅的であること、又は本明細書で開示された正確な形式
に発明を限定することを意図するものではない（また、特に、要約又は発明の概要内の任
意の特定の実施形態、機構、又は機能の包含は、そうした実施形態、機構、又は機能に発
明の範囲を限定すること意図するものではない）。むしろ、要約または発明の概要に記載
されている任意のそのような実施形態の特徴または機能を含む、具体的に説明された任意
の実施形態、機構、機能に発明を限定することなく発明を理解するための内容を当業者に
提供するために、説明は、例示的な実施形態、機構、及び機能を説明することを意図する
。発明の特定の実施形態及び発明の実施例は、例示目的のためのみで本明細書に説明され
たが、当業者に認識及び理解されるように、発明の精神及び範囲内で様々な同等の変更が
可能である。示されたように、発明の例示された実施形態の前述の説明を考慮すれば、こ
れらの変更が発明になされ得る。したがって、発明は、その特定の実施形態を参照して本
明細書で説明されているが、許容される範囲の変更、様々な変換、及び置換が前述の開示
には意図されており、幾つかの実例では、発明の実施形態の幾つかの機構は、説明された
ような発明の範囲及び精神から逸脱することなく、その他の機構を対応して使用すること
なく用いられ得ることが理解されるであろう。したがって、特定の状況または材料を発明
の本質的な範囲及び精神に適合させるために多くの変更を加えることができる。
【００４７】
　本明細書全体を通じて“一実施形態”、“実施形態”、若しくは“特定の実施形態”、
又は同様の術語への言及は、実施形態と組み合わせて記述される特定の機構、構造、若し
く特徴が少なくとも１つの実施形態に含まれ、全ての実施形態に必ずしも存在しなくても
よいことを意味する。したがって、本明細書全体を通じて表現“一実施形態では”、“実
施形態では”、若しくは“特定の実施形態では”、又は同様の術語は、必ずしも同じ実施
形態に言及するものではない。更に、任意の特定の実施形態の特定の機構、構造、又は特
徴は、任意の適切な方法で１つ以上のその他の実施形態と組み合わされてもよい。本明細
書で説明及び例示される実施形態のその他の変形及び変更は、本明細書の教示を考慮すれ
ば可能であり、発明の精神及び範囲の一部として考慮されると理解すべきである。
【００４８】
　本明細書の説明では、発明の実施形態の完全な理解を提供するために、コンポーネント
及び／又は方法等の多くの具体的詳細が提供されている。しかしながら、具体的詳細の内
の１つ以上なしに、又はその他の装置、システム、アセンブリ、方法、コンポーネント、
材料、及び部品等を用いて実施形態が実行可能であり得ることを当業者は理解するであろ
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う。他の実例では、発明の実施形態の側面を不明確にすることを避けるために、周知の構
造体、コンポーネント、システム、材料又は動作は詳細には特に図示又は説明されていな
い。発明は特定の実施形態を用いて例示されているが、このことは、発明を任意の特定の
実施形態に限定せず、追加の実施形態が容易に理解可能であり本明細書の一部をなすこと
を当業者は理解するであろう。
【００４９】
　本明細書で使用されるように、用語“含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）”、“含む（ｃｏｍｐ
ｒｉｓｉｎｇ）”、“含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）”、“含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）”、“
有する（ｈａｖｅ）”、“有する（ｈａｖｉｎｇ）”、又はそれらの変形は、非排他的な
包含をカバーすることを意図する。例えば、要素のリストを含むプロセス、製品、物品、
又は装置は、要素のリストは、それらの要素のみに必ずしも限定されないが、こうしたプ
ロセス、プロセス、物品、又は装置に明確には載せられない又は内在しないその他の要素
を含み得る。
【００５０】
　更に、本明細書で使用されるような用語“又は（ｏｒ）”は、特に示されない限り“及
び／又は（ａｎｄ／ｏｒ）”を意味することを意図する。例えば、条件Ａ又はＢは、次の
内の何れかを満足する。Ａは真であり（又は存在し）、Ｂは偽である（又は存在しない）
。Ａは偽であり（又は存在せず）、Ｂは真である（又は存在する）。Ａ及びＢの両方は真
である（又は存在する）。以下の特許請求の範囲を含む本明細書で使用されるように、“
ａ”又は“ａｎ”（及び先行詞が“ａ”又は“ａｎ”である場合の“ｔｈｅ”）が先行す
る用語は、特許請求の範囲内に別段に明確に示される（すなわち、言及“ａ”又は“ａｎ
”が単数形のみ又は複数形のみを明確に示す）ことがない限り、こうした用語の単数形及
び複数形の両方を含む。また、本明細書の説明で使用されるように、“内に（ｉｎ）”の
意味は、内容が別段に明確に指定しない限り、“内に（ｉｎ）”及び“上に（ｏｎ）”を
含む。
【図１】

【図１ａ】

【図１ｂ】

【図１ｃ】

【図１ｄ】
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【図２】

【図２ａ】

【図２ｂ】

【図２ｃ】

【図３】 【図４－４ａ】



(16) JP 2019-534766 A 2019.12.5

【図５－５ａ】 【図６】

【図６ａ】

【図６ｂ】

【図６ｃ】
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【手続補正書】
【提出日】令和1年6月27日(2019.6.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハンドピースと、
　前記ハンドピースから近接端から延伸する接続導管と、
　前記接続導管の末端に接続された末端アセンブリと、
　前記ハンドピース内のメカニカルアクチュエータから前記接続導管を通じて前記末端ア
センブリまで延伸する複数のプルワイヤであって、前記末端アセンブリの軌道を変更する
ように適合された前記複数のプルワイヤを通じて前記末端アセンブリに接続された前記ハ
ンドピースに結合された複数の制御部と、
　前記ハンドピース上に入口点を有し、前記接続導管を通じて前記末端アセンブリ上の開
口部まで延伸するワーキングチャネルと、
　前記ハンドピース上のセンサポートと通信する、前記末端アセンブリ上に配置された少
なくとも１つのセンサと
を含む、体腔を画像化するための装置。
【請求項２】
　ハンドピースと、
　前記ハンドピースから近接端から延伸する接続導管と、
　前記接続導管の末端に接続された末端アセンブリと、
　前記ハンドピースから前記接続導管を通じて前記末端アセンブリまで延伸する複数のプ
ルワイヤであって、前記末端アセンブリの軌道を変更するように適合されている前記複数
のプルワイヤを通じて前記末端アセンブリに接続された前記ハンドピース内の動力付きア
クチュエータにデジタルで結合された複数の制御部と、
　前記ハンドピース上に入口点を有し、前記接続導管を通じて前記末端アセンブリ上の開
口部まで延伸するワーキングチャネルと、
　前記ハンドピース上のセンサポートと通信する、前記末端アセンブリ上に配置された少
なくとも１つのセンサと
を含む、体腔を画像化するための装置。
【請求項３】
　液体、気体、及び／又は真空を前記開口部へ供給するための、前記ハンドピース上の複
数の流体接続部を更に含む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　前記ハンドピース、前記接続導管、前記末端アセンブリ、及び前記複数の制御部の内の
少なくとも１つは、除去可能及び交換可能であるモジュラー区画である、請求項１又は２
に記載の装置。
【請求項５】
　前記少なくとも１つのセンサは、カメラ、デジタルカメラ、ｐＨセンサ、酸素センサ、
圧力センサ、加速度計、位置センサ、方位センサ、温度センサ、流体又は組織分析センサ
、化学組成センサ、画像センサ、及び光センサを含むグループから選択される、請求項１
又は２に記載の装置。
【請求項６】
　前記ワーキングチャネルは、医療装置を受け取り、それを前記開口部へ運搬するように
適合される、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項７】
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　前記開口部に近接する医療装置を押し進めるように適合された昇降機及び昇降機アクチ
ュエータを更に含む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項８】
　少なくとも１つの付加的なワーキングチャネルを更に含む、請求項１又は２に記載の装
置。
【請求項９】
　前記複数のプルワイヤは、前記末端アセンブリの軌道を上下に変更するための第１のセ
ットと、前記末端アセンブリの軌道を左右に変更するための第２のセットを少なくとも含
む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項１０】
　前記複数のプルワイヤは、金属及び金属合金と、炭素繊維と、繊維ガラスと、ポリマー
繊維と、ポリマーストランドと、天然繊維とのグループから選択された材料から構成され
る、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項１１】
　前記複数の制御部は、操縦輪のセットを含む、請求項１又は２に記載の装置。
【請求項１２】
　前記接続導管は、前記末端アセンブリに近接する柔軟な区画を含む、請求項１又は２に
記載の装置。
【請求項１３】
　前記接続導管は、チャネルと、区画の第１のセット、及び区画の前記第１のセットから
約９０度でずれた区画の第２のセットであって、少なくとも一方向での屈曲を一般的に可
能にし得る屈曲ブリッジの対によって接続されている区画の前記第１のセット及び前記第
２のセットを有する一連のずれた輪状の区画とを有する一体的支持構造体を含む、請求項
１又は２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記メカニカルアクチュエータは、前記複数のプルワイヤ上に直線運動を伝えるための
ラック及びピニオンアクチュエータを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　ロック機構及びロック制御部を更に含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１６】
　前記動力付きアクチュエータは、前記複数のプルワイヤ上に直線運動を伝えるために巻
き付け及び巻き解くように適合されたリールに結合されたモータを含む、請求項２に記載
の装置。
【請求項１７】
　前記モータは、動力がない場合の自動ロック効果を含む、請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記複数のプルワイヤの前記位置を検出するように適合された位置検出機構を更に含む
、請求項１６に記載の装置。
【請求項１９】
　前記複数のプルワイヤの対は、円弧上から４５度以下の角度で離間した取り付け点で前
記リールに取り付けられる、請求項１６に記載の装置。
【請求項２０】
　前記複数の制御部は、有線又は無線通信を通じて前記動力付きアクチュエータにデジタ
ルで結合される、請求項２に記載の装置。
【請求項２１】
　前記有線又は無線通信は、コンピュータ、モバイルデバイス、遠隔制御部、及びタブレ
ットを含むグループから選択された別個の制御装置から前記動力付きアクチュエータへ制
御信号を送信することを含む、請求項２０に記載の装置。
【請求項２２】
　前記複数のプリワイヤを前記リール上に向け、及び前記リールから外すプルワイヤガイ
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ドを更に含む、請求項１６に記載の装置。
【請求項２３】
　前記位置検知機構は、ホール効果センサ、光センサ、スイッチ、及び張力センサを含む
グループから選択される、請求項１８に記載の装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３０】
　幾つかの実施形態では、プルワイヤを制御するために、電動又は動力付きメカニカルア
クチュエータが利用され得る。図６及び図６ａは、例示的モータ１３０、１４０で示され
るように、動力付きアクチュエータの使用を説明する。幾つかの実施形態では、モータ１
３０、１４０は、接続導管１１０の少なくとも一部の屈曲によって末端アセンブリの右、
左、上、又は下の方位に向けるために、プルワイヤ１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０
３ｄをリール１３２、１４２上に巻き付け、及びリール１３２、１４２から巻き解くため
に利用され得る。プルワイヤ１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０３ｄは更に、入口１５
１、１５２を有するワイヤガイド１５０を通じて接続導管１１０中を通過し得る。これは
、リール１３２、１４２に対する巻き付き／巻き解きから、接続導管１１０に沿った直線
方向へ方向の変化を伴ってプルワイヤ１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０３ｄをガイド
することに役立つのに望ましくてもよい。リール１３２、１４２はまた、方向の変化が存
在しないその他の方位に位置付けられてもよい。一般的に、プルワイヤ１０２ｃ、１０２
ｄ、１０３ｃ、１０３ｄは、図６ａ、図６ｂ、及び図６ｃに説明されるような取り付け点
１３１／１４１、１３３／１４３で等、リール１３２、１４２に取り付けられ得る。図６
ｂと図６ｃとの回転間で示されるように、リール１３２、１４２の回転中に、プルワイヤ
１０２ｃ、１０２ｄ、１０３ｃ、１０３ｄにおいて最少のたるみで張力がより良く維持さ
れるように、リール１３２、１４２の円弧上から９０度より少ない角度で離れる、より具
体的には、４５度以下の角度で離れる等、円弧の近くに取り付け点１３１／１４１、１３
３／１４３を位置付けることが望ましいことがある。幾つかの実施形態では、リール１３
２、１４２は、使用中に接続導管１１０の損傷又は過屈曲を防止するため等、回転の一方
向又は両方向での過回転を防ぐための機構を含み得る。幾つかの実施形態では、リール１
３２、１４２は、過回転を防止するためにメカニカルな停止を特徴とし得る。他の実施形
態では、リール１３２、１４２は、過回転を防ぐためにモータ１３０、１４０が停止する
ようにする位置検知を特徴とし得る。図６ａは、リール１３２、１４２の回転中に基準１
３６／１４６及び１３５／１４５の整列を検出するリミットセンサ１３７／１４７及び１
３８／１４８を用いた位置検知の一例を説明する。位置検知は、例えば、磁気ホール効果
センサ、電気接点スイッチ、光センサ／スイッチ、プルワイヤ上の張力センサ、物理スイ
ッチ、及び／又はその他の適切な位置センサ若しくはリミットセンサ等の任意の適切な検
知又はスイッチング技法を用い得る。例えば、基準１３６／１４６及び１３５／１４５は
、リミットセンサ１３７／１４７及び１３８／１４８と整列した場合に、リミットセンサ
内のホール効果センサがモータを停止させることを磁界が誘発するように、磁石を含み得
る。これは、制御部とモータ／リールとの間に直接のメカニカル結合がないデジタル制御
システムにおいて特に望ましいことがある。位置検知はまた、リール１３２、１４２の回
転の一部においてモータの速度を調節するために用いられ得る。例えば、プルワイヤの形
状及び巻き取り／巻き解しに起因して、モータが一定速度で維持されている場合に応答し
て“不感帯”又は観測可能な減速を生成し得る付加的なたるみ又は張力の欠如がプルワイ
ヤに存在する回転の幾つかの部分があり得る。位置検知は、より一定の応答を使用中に提
供するためにモータを加速するように、これらの不感帯を検出するために利用され得る。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００３４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３４】
　幾つかの実施形態では、相互に接続及び接合する複数の相互接続断片が利用される。図
４は、以下で論じるように、導管又は接続部を内部で運ぶためのその長さに沿って、接続
導管１１０に対する支持構造体２００をチャネル２０１と共に形成する相互接続断片２０
２の一例を説明する。説明されるように、（複数の）相互接続断片２０２は、実質的に同
じであり得、リング２０２ａの形であり得、ノード拡張部２０４ａから延伸するノードリ
ング２０４内に置かれて自由に回転するリベット拡張部２０３ａから延伸するリベット２
０３を介して相互に連結し得る。更に、連続する相互接続断片２０２間の接続は、２つの
隣接する相互接続断片２０２が１つの軸で旋回し得るように、例えば、説明されるように
９０度等でずらされ得、連続する対は、適切なプルワイヤを押す及び／又は引くことによ
って支持構造体２００が２次元で操舵され得るように、垂直旋回軸Ａ及び水平旋回軸Ｂを
用いる等、異なる軸で旋回し得、該プルワイヤは、ワイヤキャリア２０５内に置かれ、図
４ａの支持構造体２００の末端部分の末端部２０７での固定点２０６で示されるように、
末端のプレートで取り付けられ又は固定される。異なる角度のずれ、及びプルワイヤの対
の追加又は削減等、その他のバリエーションも利用され得る。相互接続断片の更なる例は
、米国特許公開ＵＳ２００９０２０９８１９で開示され、参照によりその全体が本明細書
に組み込まれる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４９】
　本明細書で使用されるように、用語“含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）”、“含む（ｃｏｍｐ
ｒｉｓｉｎｇ）”、“含む（ｉｎｃｌｕｄｅ）”、“含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）”、“
有する（ｈａｖｅ）”、“有する（ｈａｖｉｎｇ）”、又はそれらの変形は、非排他的な
包含をカバーすることを意図する。例えば、要素のリストを含むプロセス、製品、物品、
又は装置は、要素のリストは、それらの要素のみに必ずしも限定されないが、こうしたプ
ロセス、製品、物品、又は装置に明確には載せられない又は内在しないその他の要素を含
み得る。
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摘要(译)

本发明涉及一种用于可视化和/或与人体组织相互作用的装置和方法。 更
特别地，本发明使胃肠系统和/或胰胆系统可视化，例如使用十二指肠
镜，例如使用一次性或一次性装置，和/或胃肠系统和/或胰胆系统。 与
用于与装置相互作用的内窥镜方法和装置有关。 用于可视化和/或与身体
组织相互作用的设备通常可以包括机头，终端组件和/或连接导管。 多个
连接导管和/或通道可以从手机延伸到终端组件，例如液体/气体连接，相
机的电气/传感器连接，机械连接和/或医疗设备。 可以通过工作通道携
带。 该设备还可以减少与可重复使用的设备相关的需求，例如减少与不
当灭菌相关的风险。 [选择]图1
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